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筆者は本誌掲戟論文「ポスト共産主義転換期社会政策論一いくつかの所説
紹介を中心に」（堀林，1998年）において，ハンガリーを代表する著名な学
者コルナイとフェルゲのポスト共産主義社会政策論争を紹介するとともに，
ハンガリーに焦点をあてポスト共産主義社会政策動向を国際諸機関の関与に
も言及しつつ検討した。また，別誌掲戦論文「転換期中東欧の社会保障制度一
社会保険制度変容を中心に」（堀林，1999）で，ハンガリー年金改革，チェ
コ医療改革などポスト共産主義社会保障制度再編の模様を検討した。これら
の論文において，筆者はポスト共産主義社会政策は新自由主義イデオロギー
に強く影響されているが，他方で「共産主義の遺産」にも規定され，福祉レ
ジームは「経路依存的」に変容しつつあることを示唆した。さらに，中欧の
福祉レジームには大陸欧州型福祉レジームや，「第３の道」あるいは「社会
的リベラリズム」といった福祉レジームをめぐる近年の言説も影響を及ぼし
ていることを暗示した。本論文は，筆者のその後の研究で明らかになった事
象も加え，再度中欧社会政策の展開を整理し，さらにポスト共産主義（'↑'欧）
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社会政策・福祉レジームの国際的文脈を示そうとするものである。
まず，ポスト共産主義中欧社会政策をフォローし，次いで近年の福祉パラ
ダイム論や福祉国家類型論に言及しつつ，それが中欧社会政策・福祉レジー
ムに対して持つ意味を明らかにする｡最後に，ポスト共産主義社会政策に対
する国際諸機関の影響を考察する。なお，旧稿で取り扱った論点をさらに深
めて検討するという性格上，本論文に旧稿と重複する事実の指摘や見解紹介
があることを予め断っておく。また，主としてハンガリー，ポーランド，チェ
コを対象にしてポスト共産主義社会政策を検討するため本論文の題目を「中
欧の社会政策とその国際的文脈」としたが，必要に応じて文中で中東欧とい
うタームを使用することもある。
Ⅱ、ポスト共産主義中欧の社会政策動向
ポスト共産主義社会政策については様々な評価があり，評価に「福祉モデ
ル間競争」が反映されている場合がある。そうした問題の考察は後に行うこ
とにし，ここではポスト共産主義中欧の社会政策動向を概観する。社会支出，
社会保障制度再編，労働市場政策と教育，福祉の担い手の順に叙述を進める。
（１）社会支出
旧稿（堀林，1998）で指摘したように，コルナイはハンガリーがカーダー
ル時代の「遺産」としての「時期尚早の福祉国家」（経済能力を超える社会
支出）をポスト共産主義期にも継承することによって経済成長に必要な投資
を妨げているとして，その状況を批判した（Komai，1992,1997)。ポスト共
産主義社会政策の特質として，共産主義の遺産継承の側面を重視するリンゴー
ルドも，国際機関の統計に依拠しながら，中東欧の多くの国で90年代前半に
GDPに対する社会支出の比重が増加した事実を指摘している。それによれば，
ポーランドにおいて89年の社会支出の対ＧＤＰ比17％が95年に32％にとほぼ
倍増した他，チェコ，スロヴァキア，ハンガリーにおいても増加し，２５～３０
％（90年代半ば）の値を示している（Ringold，1999,ｐ30)。ＩＬＯ中東欧チー
ム刊行文献では，９０年代半ばの中欧（上記４ヵ国）の対ＧＤＰ比社会支出は
25.7％であり，ＥＵの26％にほぼ匹敵する（Cichon，ｅｔａＬｌ９９７,ｐ36．ハン
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ガリーの95年の数値は28.6％)。
福祉拡充とその国家責任を唱えコルナイの「時期尚早の福祉国家」論を批
判するフェルゲも，９０年代前半のハンガリーのポスト共産主義政権（90-94
年の中道右派政権）が社会支出水準維持に努めた事実を否定していない
(Ferge，1995)。しかし，中東欧諸国での対ＧＤＰ比社会支出増加は，社会支
出の実質的水準向上と同義ではないし，中東欧地域住民の生活向上を示すも
のでもない。９０年代前半の社会支出の対ＧＤＰ比率増大については，ＧＤＰ水
準（95年）が中東欧諸国において（スロヴェニアを例外として）８９年水準を
下回ったという事実を（－部）反映していると見なすべきであろう。ハンガ
リーの経済学者コヴァーチは，社会支出の対ＧＤＰ比は不況期には上昇し，
好況期には低下する傾向にあるとし，「社会所得」の実質額はハンガリーで
(89～91年の期間に）わずかながら低下したと指摘している（Koviics，1994,
pl59)。また，資本主義化に伴って失業者や貧困者が増大し，失業給付，社
会扶助など，新たな必要（社会支出）が生じたということも考慮すべきであ
る。
ポスト共産主義中欧における社会支出動向については，より立ち入った統
計的検証を必要とするが，以上からさしあたり明らかなこととして，９０年代
前半に対ＧＤＰ比社会支出が増大したこと，それが－部はＧＤＰ低下の反映で
あり，また－部は，社会支出（特に年金・医療一後述）水準を可能な限り維
持しようとする試みや，資本主義化に伴う（失業，貧困化など）「社会的コ
スト」に起因するということを指摘しておく。
社会支出の内容について言えば，国際機関の統計に依拠したリンゴールド
の指摘では，年金が中欧各国で最大の支出項目である。特に，ポーランドで
年金の対（総）社会支出比率が90年代前半に増加しており，ハンガリー，ス
ロヴァキアでも同様であるが，後者の２国においては医療支出の対（総）社
会支出比率も増加している。チュコでは，医療支出の伸び（対総社会支出）
が顕著である。また，失業・貧困率が高い国ほど「労働市場政策及び社会扶
助支出」項目の社会支出全体に占める割合が大きい。例えば，９０年代半ばに
ついて見れば，ポーランドのこの項目の支出（対総社会支出）はチェコのそ
れより高い（Ring01.,1999,ｐp30-1.90年代前半のチェコは低失業を誇って
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いた。経済不振で90年代末同国の失業率は急｣茎昇するが)。
この他，社会支出増加（対ＧＤＰ比）との関連で，ポーランドやハンガリー
においては失業対策として早期退職が奨励（障害年金適用基準も緩和）され，
年金生活者が増大したこと，また経済転換始発期の失業給付が受給資格・給
付期間の点で相対的に寛容であったことなども指摘しておく必要があろう。
例えば，ポーランドでは93年末に3,860万人口のうち年金受給者は850万人
(対人口比22％）に達し，うち障害年金受給者は350万人を数えた（Standing，
1996,ｐ240)。
（２）社会保障制度再編
ポスト共産主義転換初期の経済政策基調が新自由主義であったことは確か
であるが，社会政策においてもそうであったと強調する見解がある（例えば，
Standing，1996)。他方で，転換始発期の中欧の社会政策は体系的でなく，む
しろ経済転換に伴って生じる諸問題へのアド・ホックな対応という性格を有
していたとする見解がある（例えば，Ringold，1999；Ｃｏｏｋ＆Orenstein，
1999)。筆者（堀林）は，たしかに体制転換政策における新自由主義の影響
は大きかったが，それは特に経済政策において顕著であり，転換始発期の社
会政策について言えば，（失業給付・社会扶助導入など）アド・ホックな対
応という性格の方が濃厚であり，また棉祉レジームは大陸欧州型に向かう方
向で再編されたと見ている。そして，時の経過とともに社会政策分野でも新
自由主義の影響が増したと把握している。さらに，中欧福祉レジームの評価
に際しては，新自由主義とは異なる潮流の影響や「共産主義時代の遺産」へ
の目配りも必要であるというのが筆者の見方である。この点については後に
立ち戻ることにする。以下で主な社会保障制度再編の推移を示す。
転換始発期に社会保障制度再編を促した要因としては，（失業，貧|1M化
生活水準低下など）転換の社会的コスト及び国有企業の予算制約のハード化・
私有化が重要であった。失業問題に対処するため失業給付制度が導入された
(ハンガリーでは既に86年に導入されていたが，８９年にそれが整備された。
チェコ，ポーランドにおいては90年に導入几また，貧困対策として社会扶
助制度が整えられた（チェコで90年，ハンガリーで93年)。インフレーショ
ンから年金生活者を守るためにインデックス化措置が採られた（例えば，ハ
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ンガリーでは92年から年金支給水準を実質賃金水準とインデックスする借間
が採られた)。
共産主義時代には国有企業が従業員向けに広範なサービスを供給していた
が，国有企業補助金削減や私有化により，企業の福祉（保育所，医療等々）
供給能力が低下した。この問題への対処は，社会サービス供給機能を地方自
治体に移すことであったが，後者は充分な財源を持たなかった。その結果，
例えば(|H)チェコ・スロヴァキアでは３才児以下向け保育施設が89年の７７Ｊ
8,555から９１年に１万7,000に激減するといった事態が生じた。（RuCS-
chenmyer,ｅｔａｌｌ９９９Ｐｌ３２)。
年金・医療について言えば，ポーランドでは，政治転換以前に既に社会保
険基金（年金等）が国家予算から切り離されていたが，ハンガリーでも89年
に同様の措置が採られ，次いで92年に社会保険基金は年金蕊金と健康保険基
金（新設）に分化し，９３年に各基金（政府・労働者団体・使用者団体代表に
よる自主管理基金）の代表選出のための選挙が実施された（労組代表選出ル
チェコでは，９１～93年にかけて医療の分野で￣一般保険会社」の他，産業部
門・職域・企業などをベースとする保険会社が設立され，複数医療保険制度
となった（詳細は，OECD，１９９６；jlil林，1999)。但し，ハンガリーの医療支
出は社会保険のみで賄われるのではなく，国家・地方自治体も負担し，チェ
コでも年金生活者や児童の健康保険料は国が肩代わりするなど，社会保険制
度整備・導入によって国家予算が負担を免れるようになったわけではない。
ともあれ，中欧で政治転換（89年）を前後して，いち早く社会保険制度が整
えられた背景として，これらの国が歴史的に「中欧文化|醤|」に属しており，
共産主義化以前に大陸欧州（ビスマルク）型の社会保険制度を経験していた
という事実に留意することが必要である。
また，社会保険基金を整備したポスト共産主義諸国において，失業者増大，
企業の保険料滞納，インフォーマル・セクター（｢隠れた経済｣）の広がりな
どのため，社会保険財政が逼迫し，圧|家財政からの支出（補助）が増加する
という事態が生じているということも亜要である（Ringold，1999,ｐ４２；
Standing，1996,pp242-3)。
９０年代初頭には（家族手当など）普遍主義的給付制度も存在していた。こ
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れと，前述のような社会保障制度再編をあわせて評価するならば，中欧では
政治転換後数年のうちに，①普迦主義的給付制度，②医擁・年金・雇用（後
述）などの分野における社会保険制度，③貧困者向け社会扶助制度，からな
る大陸欧州型に近い社会保障制度(シチョンらによれば西欧で一般的な３層
構造。Cichon,ｃｔａ１．１９９７，plO）が整えられることになったと言ってよいで
あろう。
しかし，他方で国際機関（特にlU:界銀行）からの政策提言，それとも関連
する新'二1111主義イデオロギーの強い影響力を背景として，転換始発期から個
人責任原理を強調し，公的給付を削減し普遡主義的給付を選別主義的給付に
変えようとする力が働き，しだいにその方向に向かう施策が採られることに
なり，社会政策における新自由主義的傾向が90年代半ば頃には顕著になった
ということに注目すべきである。uljち，政治転換後数年のうちに失業手当受
給資格制限強化・給付期間短縮描置がとられ，９０年代半ば頃には家族手当支
給が選別主義的方向に改編され，９０年代末には（ハンガリーとポーランドに
おいて）年金が部分的に民営化された。失業給付について言えば，例えばハ
ンガリーにおいて給付期間は当初の２年から１年に短縮された。また，失業
手当受給資格も厳格となり，９１年から96年の間に失業者に占める失業手当受
給者の比重は，ハンガリーで77％から29％に，チェコ（現在の失業給付期間
は６ヵ月）では72％から50％に，ポーランド（現在の失業給付期間は１年）
では79％から54％に減少した。さらに，これら３国で失業給付水準（対平均
賃金比）も低下した（例えば，ブダペストで92年の純賃金比55％から95年に
は46％に低下した。ハンガリーの地方で代替率はもっと低い。Ａｄａｍ，1999,
p98)。
家族手当については，チェコで93年，ポーランドで95年以降，ミーンズ・テ
ストを踏まえて支給されることになり，従来の普遍主義的給付という性格が
失われた。例えば，ポーランドでは，９５年以降家族手当支給は（一人当たり）
家計所得が平均家計所得の50％以下の家計に限定されることになった。チェ
コでは93年に導入されたミーンズ・テストが95年により厳しいものとなり，
F社会ミニマム」（貧困基準）の18倍以上の所得生活者は受給資格を有しない
ものとされた。ハンガリーでは稼得に比例する育児給付ilill度が廃止され，家族
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給付が（ミーンズ・テストを伴う）選別主義的制度に改編された（1996年)。
部分的民営化を含む年金改革は，ラトヴィアで96年に実施された後，ハン
ガリーで98年，ポーランドで99年に実施に移された。それは，９４年に発表さ
れた世界銀行（世銀）の年金改革柵想（｢高齢危機の回避』）に沿うものであっ
た。この年金改革は公的年金（賦課方式）部分縮小と被用者拠出の強制積立
制度導入（積立金は民間年金基金が連用＝民営化）によって年金財政を改善
し，あわせて資本市場活性化を図ろうとするものであった。他方で，世代間
連帯を弱める制度改革でもあった（詳細は，堀林，1999)。なお，ポーラン
ドでは年金改革の他，９９年には医縦改革も実施され，職域・地域別に複数の
保険基金が設けられることになった。目下のところ健康保険基金は非営利組
織である（Adam，1999,pl48)。
（３）労働市場政策と教育
共産主義福祉レジームの根幹は完全雇用であった。女性の労働参加率は高
く，夫婦共働きが普通であり，賃金は家族賃金（｢一家の稼ぎ手としての夫」
が家族成員を扶養すると想定した賃金）ではなく，個人賃金の性格を有して
いた（Standing,1996,ｐ､227)。また，教育と労働を結合するため中等教育に
おいては職業教育が重視された。中東欧の資本主義化の最大の社会的コスト
は完全雇用の崩壊・大量失業の発生である。失業者は，被教育歴の短い未熟
練労働者（及びエスニック・マイノリティであるロマ人一ハンガリーの場合）
に多い。青年の失業リスクはどこでも高く，さらに多くの国で女性の失業率
は男性のそれを上回った。労働市場の変化は失業にとどまらず非経済活動人
口の増加としても現れた。早期退IMIによる労働市場退場者の増加や生産年齢
の学生数増加などがその要因であった。大趣失業と非経済活動人口増加の結
果として，例えばハンガリーにおいて89年に総人口に占める就業者の比重が
50％であったのが，９７年には37％に低下した。ハンガリーでは他の中東欧諸
国と異なり，女性の失業率は男性のそれより低いが，就業（雇用）率につい
て言えば，女性（15～64才）のそれは，８５年の約70％から97年の約47％に激
減している。男性（１５～64才）の就業率も，８５年の80％から96年に60％に低
下している（Frey，1997,ｐ､１７；ILO-CEET，1998,Pl7)。
非経済活動人口（及び失業者）の全てが実際に未就労であるわけではない。
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生計のために働かざるを得ないが，公式就業が不可能な場合「隠れた経済」
(hiddeneconomy）に就労の場を求める人々がいる。「隠れた経済」は，ドラッ
グ取り|などの犯罪や自家用生産を除く非公式経済活動のことである（｢イン
フォーマル・セクター」や「ブラック・グレー経済」という表現が用いられ
る場合もある。厳密な定義がなされているのは「隠れた経済-,である。
HungarianCentralStatisticalOfncc，1998,ｐ３)。その比重はハンガリーの場
合，９６ｲﾄﾞに対ＧＤＰ比16％程度（あるいはそれ以下）と試算されている（Sik，
ｅｔａ1.1999,pplO9-lO)。ポーランドでは「隠れた経済」の就労者数は，９６
年に80～100万人であったと推定されている（Adam，1999,ｐ94．ロシアの
例については大津，2000)。「隠れた経済」は「現実のセーフティ・ネット」
の役削を果たしている。厳しい経済状況にもかかわらず!''東欧の多くの国で
相対的安定が見られる理由の一つを「隠れた経済」に見い出す論者もいる
(例えば，Greskovits，1998,ｐ180)。
’11欧（及び東欧）の労働市場政策について言.えば，転換初期には早)0]退職
奨励と失業給付を柱として腿ｌｌｌｌされたが，しだいに械極的労働Tlr場政策
(ALMP）が重視されるようになってきているｃＡＬＭＰは具体的には，①'賃
金補助による雇１１１，②訓練とiij訓練，③公共１１「業，④失業者の起業支援，
⑤|鵬|；者雇用促進，などからなる。チェコでは，早くからＡＬＭＰがIlr視さ
れ，９４年時点で労働Tl丁場政策文111の３分の２がＡＬＭＰｌｉｉＩけ支出であり，上
記のカテゴリーのllJでは「(企業に対する）賃金補助による雇用」に肢も多
く支１１}されている（チェコでは６ヵ月の失業給付期間の後，一定の仕ﾘｷﾞ遂行
と引き替えに給付を与える制度＝ワークフェア，が存在する)。ハンガリー
でも労働市場政策支出に占めるＡＬＭＰ文111の比重は増力Ⅱ傾向にある（92年
の22％から95年の37％へ)。同lljilの雇用プログラムへの失業者の参加につい
て言えば，「訓練」プログラム参lⅡ1の比重が鮫も高く，「貸金補助による雇用」
や「公共事業」などを上回っている。ポーランドにおいては，９０年代半ば時
点で願１１１プログラム（ＡＬＭP）への失業者の参加率はまだ低い（93-95年に
失業者の10％だけが参加)。労働市場政策文'１１の財源は，社会保険（｢連帯基
金」ないし「労働｣,§金=）と国)iii補助である。ポーランドでは社会保険（使
用者のみ拠出）よりも国庫補助の比重が高く，ハンガリーでは労働市場政策
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支出のほとんどが社会保険（労使拠出）で賄われ，チェコでは社会保険（労
使拠出）で労働市場政策支出の全てが賄われている（Adam,1999,pplOO-2)。
教育について言えば，資本主義化に伴う育児環境悪化（保育所・幼稚園数
減少）が児童の就学前教育参加の低下をもたらした。初等教育参加率は低下
していないが，失業者や貧困者の比率が高い農村の家族及びロマ人家族子弟
の登校状況は悪化している。中等教育については，（旧体制の）過度に専門
化した職業教育は現在の産業構造変化に対してフレキシビリティを欠いてい
ると認識されており，政治転換以後は一般教育が重視されるようになってい
る。高等教育（大学）も変化してきている。旧体制では工学関連の人材（エ
ンジニア）育成が重視されたが，市場経済化に伴い経済学部，ビジネス・ス
クール，法学部などにおける人材（マネジメント・スタッフ，法律専門家な
ど）養成に力が注がれている。また，就職機会や階層化における被教育歴
(文化資本）の意義が増大するにつれて，大学進学率も高まる傾向にある。
旧体制において研究機能と教育機能が分離される（前者は科学アカデミー付
属各種研究所が担い，大学教員の主要任務は教育とされる）傾向にあったが，
体制転換に伴って両機能は統合されつつある。問題の一つは，教員の給与水
準が低いため教育界の人材が他の分野に流出する傾向があることである（以
上は，主にRing01.,1999,pp37-40)。
（４）福祉の担い手
共産主義体制において福祉の担い手は国家であり，医療・教育サービスを
提供し，その費用を国家予算で賄った。国有企業も従業員向けに保育・医療
サービスを提供し，住宅費用を補助していた。また，国有企業が提供する福
利運営に労働組合が関与していた（保養施設運営など)。社会団体も福祉を
供給していたが，それらは共産主義政党の「傘下団体」である場合が多かっ
た。また，地方機関の自立性は弱かった。
医療サービス分野における社会保険の適用によって，財源としての国家の
役割は軽減されたが，いまなお大きい。年金基金や健康保険基金，さらに労
働市場政策のための基金など社会保険財政を国家予算が補完している。また，
医療機関の私有化は家庭医（GP）レベルでは進行しているものの，病院の
多くは国有のままであり，教育においても私学の広がりが見られるが（例え
－６１－
金沢大学縄済学部論集第21巻第１号２００１．１
ば，チェコの中等教育に占める私学の比重は94年で25％・Ringold，1999,ｐ
32)，まだ公教育が支配的である。したがって，医縦・教育サービス提供者
としての国家の役割はなお大きい。
地方自治体の役割は増大した。それは，従来国有企業が供給していた福祉
機能（保育，住宅，医療サービス提供など）の一部を継承するとともに，社
会扶助・家族手当給付に関する業務も担当している。問題は，財源不足と専
門家（例えば，ソーシャル・ワーカー）不足である。なお，ポーランドでは
90年代末に地方行政改革が実施されている。ハンガリーでは，国会や地方自
治体に占める女性議員の比重は低いが，地方の社会政策に女性は積極的に関
与しており，女性の関与が大きい自治体ほど社会サービス（保育，児童施設，
高齢者ケア）の質が高いとの指摘がある（Szalai,11999,ｐｐ､124-6)。
国有企業は従来の福利機能を縮小し，また私有化された企業や新規私企業
は，共産主義時代の国有企業と同じほどに高い福祉を従業員に供給している
わけではない。とはいえ，近年の研究によれば（Simonyi，1999)，企業側に
おいて優秀な人材確保・人的資本開発という目的のために企業福祉を充実さ
せ，また国家に対して（交通，通信，教育，訓練等々）公共インフラストラ
クチャーの整備を求める動きもある（ハンガリー)。
８９年政治転換以後も中東欧の最大の社会団体は労働組合である。転換の混
乱を小さくするため，どこでも政府・労働組合・使用者団体からなる３者協
議制が設けられている。このうちチェコの労働組合については，３者協議制
を利用し，（低賃金受容と引き替えであるが）政府・使用者に解雇をI÷Ｉ制さ
せ，また政府に積極的労働市場政策を採らせるなど効果的役割を果たしてい
るという評価がある（90年代初めを対象にする評価であるが。Orcnstein，
1996)。ハンガリーについては，３者協議制は中央レベルでは機能している
が，産業・企業レベルの労使集団交渉は減少する傾向にあるとされる。その
背環には，国有企業の私有化，外資系企業の増力'１，「脱工業化」（サービス部
門の拡大）などに起因する労働組合の組織率低下がある（T6th,Ａ・’1999)。
なお，９２年にブダペストに中東欧チーム事務所を設けたILOはポスト共産
主義地域に３者協議制を定着させるため尽力している。
旧体制の支配政党の「傘下団体」から改組された社会組織の他，宗教組織，
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新規非営利組織（NPO）や非政府組織（NGO）も，編祉供給における役割
を向上させる傾向にある。ハンガリーにおいては，納税者が所得税の１％を
公共目的を果たす（ＮＰＯを含む）特定組織に振り向けることを可能にする
法制が1996年に整備された。また，同国において99年に社会支出総額に占め
るＮＰＯの比重は14％である（ハンガリーのＮＰＯについてはJekins，1999,
p､197；NonprofltKutat6-csoport，1999)。国家や企業による福祉が後退する
につれて，家族・親戚・地縁・友人などが個人の生存にとって重要性を増す
と思われるが，政治転換以後，個人が有する「社会的ネットワーク」にも格
差が現れており，貧困者は孤立する傾向にあるとされている（Angelusz,ｃｔ
ａＬｌ９９９)。
さて，これまでに脱共産主義化過程の社会政策・福祉レジームをめぐる動
向を中欧３国を中心に整理してきたが，その特質をどう評価すべきであろう
か。ＩＬＯ中東欧チーム（ILO-CEET）ブダペスト事務所初代所長（92～94年）
のスタンディングは，「'１束欧社会政策の新自由主義的特質を強調している
(Standing,1996)。他方で，後にILO中東欧チームを指導したシチョンらは，
中東欧社会保障制度の枠組みを大陸欧州型福祉国家に類似するものと把握し
ている（Cichon,ｅｔａ１．１９９７)。リンゴールドは新自111主義の影響を認めるが，
むしろ中東欧社会政策における共産主義時代の「遺産」存続の方を重視して
いる（Ringold，1999)。ディーコンらは，ポスト共産主義中欧の福祉レジー
ムを自由主義の変種，「社会的リベラリズム」と特徴づけている（Deacon,ｃｔ
ａＬｌ９９７)。筆者は，中欧の福祉レジームは転換始発期に大陸欧州型に近いも
のとして整えられつつあったものの，その後(新)自由主義型への傾斜を示し
ていると見ているが，他方で中欧福祉レジームは過去の「遺産」に規定され
経路依存的に変容しつつあり，その帰趨はまだ確定していないと考えている。
また，「積極的福祉」など近年広く流布している言説も中欧の社会政策や福
祉レジーム形成に一定の影響を及ぼしていると見なしている。こうした筆者
の見方を裏づけるためには，福祉パラダイムをめぐる言説や，現在の福祉国
家（・レジーム）の国際的動向の検討が必要となろう。次に，この'１９題領域
を取り扱う。
－６３－
金沢大学経済学部諭染第21巻第１号２００１．１
Ⅲ福祉国家の国際的動向と中欧福祉レジーム
ここでは，フェルゲの福祉パラダイム論とエスピンーアンゼルセンの福祉
国家類型論を手がかりにして，先に考察したポスト共産主義中欧社会政策と，
福祉国家の国際的動向との関連を検討してみたい。（発展途上国の福祉レジー
ム検討の重要性は言うまでもないが，ここでは主として欧米諸国の福祉国家
の動向と中欧社会政策・福祉レジームの関連を考察する)。
（１）福祉パラダイム論
７０年代半ば以降，旧西側諸国では「福祉コンセンサス」が弱まり，「ニュー・
ライト」の思想が確実に地歩を固めてきているとフェルゲは見ている。即ち，
新自由主義，ポスト・モダニズム，ポストエ業社会論など様々なイデオロギー
で装いを凝らした「新パラダイム」が，「201U:紀の旧パラダイム」（モダーン・
欧州社会国家）を侵食している。そして，「新パラダイム」がポスト共産主
義地域において，とりわけ強い彩瀞力を発揮しているというのがフェルゲの
見解である。９７年の論文「福祉パラダイムの変化一社会的なるものの個人化」
は，このような彼女の見解をコンパクトに表現したものである（Ferga
l997a)。同論文については既に大山による紹介がある。大'１１は，フェルゲが
新・旧パラダイム比較のために作成した５つの表を訳出したうえで「(新．
１日パラダイムの－堀林）どちらにより多くコミットするかによって，その国
の方向や特徴が浮かびあがってくる」（大山，2000,297ページ）と述べ，フェ
ルゲのパラダイム論が福祉国家の比較のために有効であるとしている。筆者
も大山の見解に同意するが，他方でフェルゲの意図は「没価値的」な福祉国
家の比較基準作成よりも，むしろ新パラダイム批判の方にあり，新パラダイ
ムの中來欧への波及に対する危'､の表明にあることへの留意が必要であると
考えている。大'11が訳出している表（大'11,2000,293-6ページ）からフェ
ルゲの福祉パラダイム論の骨格がうかがわれるが，以下では筆者の視点で彼
女の論文を要約し，しかる後，同論文の意義と'111題点について指摘してみた
い。
フェルゲは，５つの問題群にUlIして￣モダーン・欧州社会国家」（|Ｈパラ
ダイム）と「新パラダイムＪを比較対照している。比較されているのは第一
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に（新・旧パラダイムの）基本的特質，第二が制度・機能原則，第三が社会
政策手段であり，第四はアクター，第五が国際的特質である。基本的特質に
ついて言えば，「モダーン・欧州社会国家」（旧パラダイム）が社会の再生産・
不平等縮小・社会統合をめざすプロジェクトであるのに対し，新パラダイム
は社会統合の意義を否定しており「社会的なるものの個人化」を志向するプ
ロジェクトであるとフェルゲは指摘する。制度・機能原則については，旧パ
ラダイムが国家・市場・市民社会の相互監視を制度的枠組みとし，社会的連
帯・統合のための集団的手段による生存保障を機能原則とするのに対し，新
パラダイムでは市場が支配的な制度的枠組みであり，個人責任が原則となり，
公的関与は最小限に抑制される。社会政策手段について言えば，旧パラダイ
ムでは「社会権」実現のための普遍主義的給付と社会保険制度が根幹にある
が，新パラダイムにおいては「市民権」と「政治権」がより重視され，選別
主義的給付に力点が置かれ，社会保険の連帯的要素は薄められ，個人保険が
奨励される。また，旧パラダイムにおいては階級のカテゴリーが重視される
のに対して，新パラダイムでは女性や障害者，ホモセクシュアルなどの権利
が重視される。
（福祉の）アクターについて言えば，旧パラダイムでは国家が社会権法制
化・財源調達・サービス供給において大きな役割を担い，また「市民社会｣，
批判的知識人，専門職業人（医者，教師等々）もそれぞれの役割を果たす。
他方で，新パラダイムにおいては，国家の役割が削減される。福祉の「多元
的管理」が原則となり，財源・供給者としての家族・市民社会の役割が重視
される。「市民社会」の供給者としての役割は期待されるが，そのボイス
(voice）機能に関して言えばそうではない。専門的職業人，批判的知識人ら
の役割は縮小し，代わって経済テクノクラートが大きな役割を果たす。国際
的特質について言えば，旧パラダイムにおいては国民国家の相対的自立性を
保持すべ<努力がなされるが，新パラダイムにおいては，市場（国際資本）
の力が支配的であり，それを規制する「国際ガヴァナンス」と国際市民社会
は弱い。また，超国家機関の影響が増し，国民国家の自立性が弱まり，個人
は無力化する（Ferge，1997a,pp23-32)。
以上のように，フェルゲのパラダイム・シフト論は，戦後欧州福祉国家の
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理念の浸食と新自由主義的価値観の浸透を強く意識して榊成されている。彼
女は，女性やマイノリティの権利重視などを除けば，新パラダイムに批判的
であり，「２０世紀の旧パラダイム」への共感を隠さない。次いで，新パラダ
イムはポスト共産主義地域に強く浸透しているとし，その原因を列挙する。
即ち，旧体制崩壊によって平等や連帯の価値が希薄になったこと，世界銀行
ら国際機関の勧告，新自由主義信奉者（経済学者の場合が多い）の存在，－
部社会集団の旺盛な蓄財欲，市民社会の弱さ，などが中東欧地域における新
パラダイム浸透の原因である。他方で，フェルゲは中東欧地域住民の間では
生存保障を国家に求める声が強いことも指摘し，（ポピュリズムなど危険な
シナリオを避けるためにも）国家の役割の再評価が必要であると主張し，そ
れを論文の結びとしている（Fergc，1997a,pp32-9)。
筆者は，ポスト共産主義地域において，なぜ新自由主義的社会政策が採ら
れるのか，その国際的・時代的背景を説明するものとして，フェルゲのパラ
ダイム（・シフト）論は有効であると考えるものである。しかし，他方で国
際的な「パラダイム・シフト」の背景にある経済社会変容のより掘り下げた
分析が必要であると考えている。それは，新自由主義に対する代替案を提示
するためにも不可欠であろう。さらに，ポスト共産主義地域への新自由主義
浸透についてのフェルゲの指摘は正しいが，それのみによって中欧福祉レジー
ムの現況を説明することはできないというのが筆者（堀林）の見解である。
（２）福祉国家類型論
フェルゲのパラダイム・シフト論が，新自'１１主義の台頭を強く意識（危倶）
するものであるのに対して，エスビンーアンゼルセンの福祉国家類型論は，
(新)自由主義を含む福祉国家の多様性を描写するものである。彼の近著
(Esping-Andersen,1999,日本語版，2000）は，現在を「福祉資本主義」から
｢ポスト工業社会」への移行期と把握し，「福祉国家・労働市場・家族」から
構成される「福祉レジーム」の再編を多角的に分析している。但し，筆者
(堀林）が彼の近著を入手したのが本論文脱稿直前であったこともあり，本
論文においてエスピンーアンゼルセンの福祉国家類型論として取り扱うのは，
彼の96年編箸（Esping-Andersen，ｅｄｌ９９６）所収論文である。なお，本論文
脱稿までに急いで近著に目を通したが，９６年編著所収論文で示されている彼
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の見地は近著にも継承されている。以下では，９６年編著所収の２つの論文
(Esping-Andersenl996a，1996b､前者は編著の序章，後者は終章に配置され
ている）に基づいて，彼の福祉国家（・レジーム）類型論の要旨をやや詳細
に示すことにする（筆者＝堀林の解釈を加えた要旨紹介である。なお，大沢，
2000，宮本，1999にも要旨紹介がある)。
エスピンーアンゼルセンは，前掲論文で北米，西・北欧，オセアニア地域
の福祉国家の多様性を論じると同時に，ラテン・アメリカ，東アジア，中東
欧の福祉レジームにも言及している。彼は，福祉国家が直面している「内生
的問題」と「外生的問題」を指摘し，それに対応する「スカンジナヴィアの
道｣，「新自由主義（Neo-liberal）の道｣，「労働削減の道」を具体的に分析し
ている。
（ア）福祉国家が直面する問題
福祉国家が直面する「内生的問題」とは，戦後福祉国家の枠組みと現在の
ニーズとリスクの間にあるギャップの問題のことである。具体的に言えば，
離婚増加，単親家族増加，職業構成変化ライフ・サイクルの多様化などの
社会変動に，戦後福祉国家が適合しなくなっているという問題である。例え
ば，「一家の稼ぎ手」として男性を想定するタイプの福祉国家は，「非定型」
家族（例えば単親家族）のリスクに対処できない。福祉国家の「外生的問題」
とは経済変化（成長減速化，脱工業化など）・人口学的変化（とりわけ高齢
社会化）に関連する問題である。例えば，脱工業化は専門的技能を有する中
核労働者と周辺労働者の両極化傾向を促し，後者の貧困化をもたらす可能性
がある。高齢社会化は労働力率上昇で相殺されなければ扶養人口のシェアを
高め，経済停滞の場合は財政難をもたらす。（なお，近著でエスピンーアン
ゼルセンは，ポストエ業化の趨勢として雇用と消費の第三次産業化，技術発
展，国際化の進展，高齢化，家族の不安定化，女性の新しい役割などを列挙
している。エスピンーアンゼルセン，日本語版，２０００，５ページ)。
以上のような福祉国家の内生的・外生的問題に対して，各国は70年代初め
以後異なる対応を示してきた。スカンジナヴィア諸国の対応は「福祉国家雇
用拡大戦略」であり，北米，ニュージーランド，イギリスなどは「一定の福
祉国家浸食を伴う賃金・労働市場規制緩和戦略」を採用した。ドイツ，フラ
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ンス，イタリアなど大陸欧州諸国の場合は「従来の社会保障水準を基本的に
維持しながら労働供給削減を誘導する」という対応であった（Esping-
Andersen，l996a,ｐ､10)。
（イ）スカンジナヴィアの道
従来，社会的不平等は労働者階級の貧困化問題との関連で論じられてきた
が，1950年代，６０年代に重視されるようになった論点として女性，エスニッ
ク・マイノリティなどが被っている不平等の問題があった（Esping-
Andersenl996b,ｐ､263)。このうち，ジェンダー不平等問題と先進諸国全体
で問題となった雇用（失業）問題に対処するため，７０年代以後スカンジナヴィ
ア（特にスウェーデン）福祉国家は，両性平等，ケア・サービス拡充，雇用
拡大・積極的労働市場政策を採った。雇用拡大について言えば，製造業の雇
用減少が明白であるため，公的サービス部門における雇用拡大の道が追求さ
れた。８０年代半ばにその拡大が止まるまでに，デンマーク，スウェーデンに
おいて雇用増の８割は公的部門で実現された。また，公立保育所・有給育児
休暇拡充など就労支援により両国の女性の労働力率は80％にまで拡大した。
スカンジナヴィアの道には肯定と否定の両面があった。肯定面は，稼得と
ライフ・サイクルにおける性別不平等縮小，高雇用水準維持，育児支援充実
による相対的に高い出生率実現などである。共働き家計が標準となった。そ
して，女性を一家の稼ぎ手とする家計の貧困率は他のどの地域と比べても低
い。否定面は，女性が公的部門に，男性が私的部門で就労するという「ジェ
ンダー分離」傾向という問題である。また，公的部門は低熟練でも支払いの
良い雇用を保障したが，それは税負担を増大させた。
財政問題への対応として，スウェーデンでは傷病給付待機日（再）導入，
失業給付・育児給付の（対賃金）代替率引下げなどが実施された。年金制度
においても拠出と給付の関連が強化された。社会サービス部門の民営化導入
とあわせて，以上のような措置は「新自由主義の道」に類似するかのように
見える。しかし，普遍的基礎年金が高水準の所得を保障し，社会サービスの
民間供給者は国家が定める厳格な基準に基づいて活動しており，したがって
現在のスウェーデンは福祉国家の基本原則から逸脱していないというのがエ
スピンーアンゼルセンの見解である。（しかし，近著では，年金制度への所
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得調査導入がスウェーデン社会民主主義レジームの本質である普遍主義に影
響を及ぼす可能性があるとしている。Esping-Andersen，1999,ｐ80)。
スウェーデンでも90年代前半に失業率が増大したが，その背景には80年代
の資本自由化と，中央集権的な社会的パクト（労使交渉）の後退がある。従
来スカンジナヴィア諸国では労組と使用者団体の包括的な合意形成を通じて，
雇用と福祉の両立が図られてきた。資本自由化は国際競争を激化させ，労使
間にゼロサム・ゲーム的軋礫を生む可能性を高めるが，まさにそのような時
期にスウェーデンでは社会的対話が後退した。９０年代の危機の主な原因は社
会的対話の後退にあるというのがエスピンーアンゼルセンの見解である
(Esping-AnderBen，1996b,ｐ､258)。
グローバル化に起因する先進諸国の主な問題は，東アジアなど新興工業国
との間の労働コスト競争にさらされる（先進国の労働集約的大量生産部門の）
未熟練労働者のリスクであるとエスピンーアンゼルセンは把握している。欧
州の大量失業やアメリカの低賃金問題の背蹴にあるのはこれである。しかし，
グローバル化による雇用と賃金のトレード・オフ（雇用を確保しようとすれ
ば低賃金とならざるを得ず，賃金低下を避けようとすれば失業を生み出す）
は宿命的ではない。第一に，安価な未熟練労働力に頼る経済発展を遂げてい
る新興工業国においても（民主化や社会保障要求の高まりを通じて）低労働
コストの維持はいずれ困難になる可能性がある。第二に，より重要なのは先
進国の未熟練労働者のリスク問題を解決する方法があるということである。
70年代以降の「スカンジナヴィアの道」の柱の一つである積極的労働市場政
策，人的投資は，そうした解決の方向を示している。生涯学習や再訓練など
人的投資は，個人が人生のある時期に（米熟練労働への従事など）「不平等」
を経験しても，その後（キャリアの向上を通じて）「平等」を獲得するチャ
ンスを保障する。したがって，積極的労働市場政策を重視する社会投資戦略
は，「動態的」に，そして「生産主義」的な方向で平等を追求する戦略であ
る，というのがエスピンーアンゼルセンの見解である。しかし，平等主義的
賃金柵造に起因して，働く者の側にキャリア・アップの動機が充分でないな
ど，スウェーデンの社会投資戦略の現状にも問題があると彼は指摘している
(】bid,pp256-65)。
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（ウ）新自由主義の道
８０年代に規制緩和・市場強化策を採った国は，アメリカ，イギリス，ニュー
ジーランドであり，これらは「新自由主義の道」の代表例である。それより
温和であるが，オーストラリア，カナダでも同じ方向が追求された。
「新自由主義の道」は，経済停滞と失業増大に労働市場規制緩和・賃金柔
軟化で対処しようとするものである。その結果，アメリカで失業者は減少し
たが，賃金低下と企業保障削減が生じた。最低賃金が削減され，賃金柔軟化
に起因して低賃金の未熟練労働者が増加した。それと，社会扶助・企業福祉
削減が相まって貧困者が墹力Ⅱし，不平等が拡大した。アメリカの福祉レジー
ムは公的セーフティ・ネット（福祉国家）を市場（民間）が補完するという
特質を持つが，８０年代以降民間年金・医療保険の適用範囲は縮小した。雇用
増加の多くが職業計画（企業福祉）を持たない部門・企業（サービス部門の
小企業など－堀林）で起きたこと，職業計画を持つ産業での雇用が減少した
ことなどがその原因である。また，職業計画を持つ企業における福祉も削減
された（代わりに401Ｋプランのような被用者負担福祉プログラムが増加し
た)。
とはいえ，アメリカにおいて雇用は増大した。女性，青年，移民などにとっ
て低賃金とはいえ，大陸欧州諸国と比べアメリカでの就労は容易である（特
にサービス部門において)。エスピンーアンゼルセンは，クリントン政権が
唱える積極的社会投資戦略が真に実施されれば，アメリカの低賃金戦略も害
の少ないものとなるであろうと述べている。それは，低賃金労働者の技能向
上の機会を提供しワーキング・プアーの固定化を回避する可能性を有するか
らである。しかし他方で，エスピンーアンゼルセンはアメリカにおける積極
的社会投資戦略主唱者と福祉廃止を唱える右派の間の政治的対立にも言及し
ている。
「新自由主義の道」を採ったカナダやオーストラリアでも，普遍主義から
選別主義へのシフトがあったが，社会給付を貧困者に限定するというよりも，
金持ちを給付対象から外すということが重視された。オーストラリアでは，
多子家族のような貧困リスクの高い集団への社会給付は増加した。このため，
オーストラリアは高い貧困率の問題を免れているというのがエスピンーアン
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ゼルセンの評価である（Esping-Andersen，1996a,ppl5-8)。
（エ）労働削減の道
スカンジナヴィア諸国が脱工業化による未熟練労働の余剰を雇用創造（公
的部門）と積極的労働市場政策で乗り切ろうと努め，アメリカが「賃金浸食」
(低賃金）でそれを「管理」しようとするのに対し，大陸欧州諸国の対応は
｢労働（供給）削減」の道である。労働削減の主な手段は早期退職である。
他方で，早期退職の対象とならない労働者の雇用・賃金水準・社会的既得権
は保護される。その代償は青年の高失業率，女性の低い就業率である。労働
市場は「インサイダー」と「アウトサイダー」に鋭く分断される。エスピンー
アンゼルセンによれば，こうした分断は大陸欧州諸国が「家族主義的移転国
家」であるところから起きている。大陸欧州型福祉レジームは，男性（夫）
が稼ぎ，女性（妻）が家族のケアを担うという性別分業を想定して構成され
ている。この型の福祉レジームでは「一家の稼ぎ手」（家父長）としての男
性の雇用が優先され，その子弟（青年）の雇用は後回しにされ，女性の就労
は奨励されない。また，女性の就労を支える公的ケア・サービスは整備され
ない。例えば，ドイツ，イタリア，オランダで公的部門の育児ケアへの寄与
は５％以下である。
早期退職者（年金生活者）増加・青年の高失業・女性の低い就業率などは，
社会保険（年金・雇用保険）財政を逼迫させる。そして，これに伴う社会保
険料引上げは労働コストの｣二昇をもたらす。使用者は労働需要の追加があっ
た場合，雇用を増加させるよりも就業者の労働時間調整で対応しようとする。
また，大量失業と高い労働コストがブラック経済を拡大させ，課税基盤を弱
体化させる。
エスピンーアンゼルセンは，大陸欧州諸国がこうした袋小路から脱出する
ためには，家族が－人の稼ぎ手（男性・夫）に依存する状況を改め，女性の
労働参加を促し，そのために公的ケア・サービスを拡充することが必要であ
ると示唆している（Ibid,ppl8-20)。
（オ）福祉国家維持の傾向
以上のように，先進国の福祉国家は多様な軌道を辿ってきているものの，
福祉国家は維持される傾向にあるとエスピンーアンゼルセンは見ている。イ
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ギリス，アメリカにおいてもそうである。サッチャーは公共住宅を私有化し，
公的年金の寛大さを薄めたものの，ＮＨＳ（国民保健サービス）の私有化には
成功しなかった。レーガンがなし得たことは，社会扶助など残余的プログラ
ムの浸食であり，福祉国家を解体することはできなかった。福祉国家官僚も，
その「クライエント」も既得権益を失うことを望まないということが，福祉
国家維持の主な理由の一つである（ESping-Andersenl996b,ｐｐ,265-7)。
（力）ラテン・アメリカ，東アジア，中東欧の福祉レジーム
エスピンーアンゼルセンは，ラテン・アメリカ，日本を含む東アジア，中
東欧の福祉レジームにも言及している。ラテン・アメリカ，東アジア，旧共
産主義諸国（中東欧）の福祉レジームは，前述のタイプの福祉国家のいずれ
かをフォローするものであるか，あるいはそれらのハイブリッド・モデルで
あるかのどちらかである。
ラテン・アメリカにはチリ，アルゼンチンに代表される「新自由主義の道」
を志向する国と，コスタリカ，ブラジノレのように「社会民主主義モデル」志
向の国が存在する。前者のうち，チリが労働市場規制緩和で失業を減らし，
成長を遂げており，また年金民営化で注目されているが，エスピンーアンゼ
ルセンはチリのショック・セラピーは権威主義体制の下で実施されたもので
あり，民主主義の下では困難であると示唆している。年金民営化についても，
その運営コストが高いこと，公的補助（優遇税制）を必要とするなど，決し
て安上がりではないと述べ，また民営化された年金制度（被用者拠出個人貯
蓄）は低賃金労働者や失業者にとって実効性を持たないなどの問題があると
指摘している。コスタリカやブラジルの社会民主主義（普遍主義）志向につ
いては，インフレ，対外債務，ＧＤＰ動向から見て，その実現可能性には懐
疑的である。
東アジアの社会保障スキームは，職域毎に断片化した社会保険，公的ケア・
サービスの未整備，家族主義などの特徴において大陸欧州型モデルと類似点
を有するが，公的福祉は慎しい。慎ましい社会保障は，経済成長による所得
リスク最小化，高い家計貯蓄（NIES)，企業福祉（日本）などによって補完
され，また，公的ケア・サービス未整備は（たとえば高齢者ケアの場合）偲
教的家族主義で補われてきた（日本，韓国等)。しかし，韓国，台湾の低賃
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金ベースの工業化の奇跡は限界に向いつつあり，日本における急速な高齢化・
女性の労働参加の高まりは家族主義的ケアの維持を困難にしている。さらに，
日本では社会保障を補完していた終身雇用制が弱まり企業福祉も減少しつつ
ある。このような状況のなかで，東アジア諸国は所得支持拡充よりも教育
(人的投資）を重視し社会投資戦略に問題解決を求める傾向を示していると
いうのがエスピンーアンゼルセンの日本及び他の束アジア諸国の福祉レジー
ムについての現状評価である（Esping-Andersen，l996a,pp20-4)。
中東欧については，旧共産主義福祉レジームの根幹であった①完全厨用
(ないし準完全雇用)，②広範な普遍主義的所得支持プログラム（社会保険)，
③企業ベースのサービス供給及び様々なフリンジ・ベネフィットのうち，脱
共産主義化過程において①と③が掘り崩されたとエスピンーアンゼルセンは
見ている。即ち，大鐵失業が発生し，企業のサービス供給能力も低下した。
②の所得支持プログラムについても財源不足の問題が生じている。しかし，
他方で新自由主義への政策的傾斜は「社会主義を活性化させる」（Esping‐
Andersen，1996b,ｐ,267．福祉削減策を採る政権が選挙民から「罰を受ける」
こと－堀林）として，彼はこの地域に残っている旧体制の遺産（生存保障の
国家責任を求める国民意識）の強さにも注目している。
（３）福祉国家類型論と中欧福祉レジーム
フェルゲのパラダイム・シフト論が，新自由主義イデオロギーの影響力を
強く意識したものであるのに対して，エスピンーアンゼルセンの議論は福祉
国家の国民的軌道を重視するものであり，新自由主義をそうした軌道の「一
つ」として相対化するものである。また，フェルゲが「黄金時代」の福祉国
家に「郷愁」を持つ傾向があるのに対し，エスピンーアンゼルセンは戦後福
祉国家には「ポスト工業社会」にそぐわない面があり，「オーバーホール」
の必要がある（Ibid,ｐ､268）ということを鮮明にしているという両者のスタ
ンスの相違も重要である。即ち，エスピンーアンゼルセンは女性の労働参加
促進，社会サービス拡充，「生産主義」的福祉（社会投資戦略）に向けたレ
ジーム再編を説き，この観点から「社会的既得権益」削減も必要であること
を示唆している。エスピンーアンゼルセンの見解における「生産主義」的福
祉強調の側面は，教育・訓練など「積極的福祉」を重視するギデンズの「第
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３の道」（Giddens，1998,2000）と通じるところがある。他方で，人間の生
存保障の国家責任を強調するフェルゲの立場は，国家の社会福祉的側面維持
と国民の「社会的既得権益」擁護を主張するブルデューのそれに近い
(Bourdieu，1998,日本語版，2000．ギデンズとプルデューの見解対比を試み
た論文として，Callinicos，1999がある)。
なお，エスピンーアンゼルセンは，かつての彼の福祉国家類型論において
は家族の分析が不充分であったと自己批判し（Esping-Audemsen，1999,ｐ､12)，
99年の著醤では，国家と市場のみならず家族のありようを重視する福祉レジー
ム論を展開しているが，その主旨は96年論文において既に提示されている
(女性の就業率及びケア・サービスと福祉レジームの関連の解明など)。概し
て言えば，第三次産業化，女性の新しい役割など「ポストエ業社会」の特質
への福祉レジームの対応を'''１題にするところにエスビンーアンゼルセンの議
論の特徴があると言えよう。他方で，グローバル化と福祉レジームの関連も
取り扱われているが，彼の立論全体の中でこの論点が占める意義は相対的に
小さい。それは，グローバル化のインパクトを重視するギデンズの見解
(Giddens，1998）との相違点の一つであると言えよう。
福祉国家・レジーム論が主題であれば，こうした論点の詳しい考察が必要
であろう。しかし，ここでの課題は福祉国家の国際的動向と中欧福祉レジー
ムの関わりを検討することである。その課題に即して言えば，エスピンーア
ンゼルセンの議論は，ポスト共産主義社会政策の諸特徴を，福祉国家諸類型
の特質と対照させて考察する視点を提供するという意味で有益である。
例えば，中欧の転換初期に実施された大量失業に対処するための早期退職
奨励措iit，相対的に寛大な失業給・付制度の導入，年金水準維持の試みなどは，
エスピンーアンゼルセンの柵祉'五|家類型論と関わらせて言えば，大陸欧州型
｢労働削減の道」に類似すると指摘することができよう。また，９０年代半ば
頃から顕著になった家族（育児）手当支給における選別主義導入，９０年代末
の年金の部分的民営化（ハンガリー，ポーランド）などは「新自由主義の道」
への傾斜と特徴づけることが可能である。さらに，チェコやハンガリーにお
ける積極的労働Tl７場政策重視にスカンジナヴィア諸国の経験や「社会投資戦
略」や「械極的福祉」など近年Mliんな言説の彫郷を見てもよいであろう。ま
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た，政治転換以後の中欧における女性の就労低下傾向を大陸欧州型福祉国家
への接近として指摘することもできよう。
しかし，上のような類似する諸現象そのもののより掘り下げた分析が必要
である。
例えば，９７年のハンガリー女性の就業率（15～64才人口において47％－前
述）は95年のＥＵ諸国の女性就業率の平均値（50.1％）を下回るに至ってい
るが，ＥＵ諸国の女性の就労に占めるパートタイム労働の比重がハンガリー
女性の場合よりもはるかに高いこと（Frey，1997,pl7）への留意が必要で
ある。また，女性の定年退職年齢が男性のそれより低い96年時点のハンガリー
女性就業者が全就業者の44％強を占めるという事実や（Frey，1997,pl6の
表から試算)，旧体制のセカンド・エコノミーを起源とする小規模サービス
分野での女性の労働はしばしば公式統計で捕捉されておらず，ハンガリーの
女性の実際の就業率は統計に示されている数字よりも高いとする見解
(Szalai,2000,ｐ204）にも注目すべきであろう。それは，公式就業率低下に
もかかわらず，女性の労働参加の習慣の過去からの継続性を強調する見解で
あるが，他方で旧体制において性別分業意識・慣習があったとし，８９年以後
も男性と比較して女性の就労形態がより「弾力的」で不安定である場合が多
いなど性別格差が存在すると指摘する見解もある（例えば，Gal,SandG
KIigman,2000)。８９年以後中欧の女性を取り巻く環境は変化しているが，そ
の変化は経路依存的である。中欧の福祉レジームの現況の規定にあたっては，
ジュンダー的視点からの変化と連続･性の関連の解明が必要である。しかし，
(少なくとも筆者＝堀林において）この論点をめぐる研究はまだ不充分であ
る。
さらに，（新)自由主義的な性格を伴うハンガリー，ポーランドの年金改革
についても，ハンガリーにおいて財務省から示された当初案が賦課方式から
積立方式への完全移行を志向していたのに対して，実施されたのは部分的民
営化にとどまったこと（賦課方式は縮小されたが残存)，ポーランドの年金
改革も部分的民営化であったこと（チェコでは公的年金の民営化は実施され
ていない。３国の年金制度の比較については，MuIler，1999)，さらに家族政
策の選別主義化・部分的年金民営化を推進したハンガリーの政党（社会党，
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自由民主連合）は，９８年総選挙結果を受けて政権を失ったことにも注目すべ
きである。それは（新)自由主義的施策が（旧体制の「遺産」としての）国
家に生活保障を求める国民世論の抵抗を受けていることを示すものである。
以上のことから，中欧の福祉レジームの変化は過去の「遺産」に制約され
｢経路依存性」を伴いつつ進行しているということが明らかであろう（エス
ピンーアンゼルセンの説く「福祉国家維持の傾向」はこの文脈でも解釈され
得る)。また，医療・教育などの分野における国家の役割はなお大きい（旧
体制の「遺産｣)。前述のように，エスピンーアンゼルセンの福祉国家類型論
は中欧福祉レジームの変化の「傾向」を特徴づけるのに有益である。とはい
え，中欧福祉レジームは今なお変容過程にあり，またその性格を「規定」す
るために検討すべき領域・論点が多く残されているというのが筆者の現時点
での判断である。
Ⅳ、国際諸機関のポスト共産主義社会政策への関与
先に見たような現存の多様な福祉国家・レジームを，ポスト共産主義地域
に普及させるルートの一つとなっているのが国際諸機関である。したがって，
中欧社会政策形成の国際環境として，これら諸機関の「配置柵造」を明らか
にしておくことが重要である。筆者は，旧稿でポスト共産主義社会政策形成
における国際諸機関の役割を検討した（堀林，1998)。その際，ディーコン
らの研究（Deacon，ｅｔａＬｌ９９７）に依拠するところが大きかった。ここでも
それを参考にし，また他の研究成果にも触れながらこの論点を再度取り扱う
ことにする。
中東欧の社会政策への国際諸機関の関与を検討する際，脱共産主義化の始
発点において旧西側陣営が「マーシャル・プラン」級の大がかりな援助では
なく，ＩＭＦ主導の援助メカニズムを採用したことへの留意が最も重要であ
る。サムエリは，1948～49年当時は「共産主義の脅威」がアメリカ国民（納
税者）に西欧支援（マーシャル・プラン）を納得させたが，８９年の冷戦終結
は中東欧への大がかりな援助の根拠を失わせたと指摘している（Szamucly，
1993,ｐｐ､23-7)。こうして，｜H西側の旧来側援助は，途上国向け援助スキー
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ムと同様の方式で実施されるところとなった｡即ち，マクロ安定化と構造改
革実施を条件としてＩＭＦが融資を行い，国際金融界（世銀，援助供与国，
民間金融機関）がそれに呼応するという支援方式となった（大野，1998,9
ページ)。ＩＭＦ・世銀というブレトン・ウッズ機関が新自由主義的政策志向
の強い国際機関であることは言うまでもない。ＩＭＦ融資には，経済政策だ
けでなく社会政策的含意がある（マクロ安定化という条件は社会政策を規定
する）ものの，融資に際して（社会保障改革など）社会的条件を課すのは世
銀である。
他方で，欧州意識高揚のなかフランスの提案を受けて旧共産主義地域の
｢市場経済移行」支援を目的とする「欧州復興開発銀行」（EBRD）が発足し
た（1991年）が，世銀業務との亜複を避けるという配懲もあり，ＥＢＲＤの主
たる役割は民間部門への商業ベースの援助となり，社会保障改革を含む広範
な分野における支援という（アタリ初代総裁の）構想実施が困難となったこ
とも重視すべきである（以上について詳細は山根，1997,13～24ページ参照)。
ＥＵについて言えば，PHARE（中東欧支援プログラム。ポーランド・ハンガ
リー支援として始まる）計画を通じて，環境・保健・社会政策上の援助も試
みているが，PHAREに充当される額は中東欧諸国を満足させるものではな
く，また援助項目において高い比重を占めているのは民間セクター開発や農
業支援である（Fagin,1999,pl89)。
８９年の政治転換当時，（全てではないとしても）多くの旧東側知識人は
｢西欧化」を期待していた。他方で，現実にはプレトン・ウッズ機関（と新
自由主義）が強い影響力を行使し得る体制転換の国際環境が形成されたので
ある。
しかし，欧州型福祉国家が国際機関を通じて中東欧社会政策形成に影響を
及ぼさなかったわけではない。ＩＬＯは，ブダペストの中東欧チーム事務所
(1992年開設）を拠点にして，プレトン・ウッズ機関に対抗し，３者協議制
に基づく大陸欧州型社会保障システムをポスト共産主義地域に根づかせるた
めに尽力している。また，欧州評議会はポスト共産主義地域に民主主義を定
着させることを目的とするデモステネス（Demosthenes）計画を作成し，社
会憲章に基づく社会保障体系構築にも力を注いでいる（Deacon,ｅｔａＬ１９９７，
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pp95-6)。
国連諸機関も，途上国においてそうであるように，ブレトン・ウッズ機関
の構造調整政策が生み出す社会的コストを告発し，ポスト共産主義地域にお
ける「人間の顔をした移行」のための政策提言を行っている。特に，
UNICEFやＵＮＤＰの場合がそうである。そして，ILO，ＥＵ，UNICEF，ＵＮＤＰ
は当地域で協力し合っている（Deacon,ｅｔａｌｌ９９７,ｐ､102)。
興味深いのは，世銀内部に意見の分岐があり，またその活動に変化の兆候
が見られることである。ハンガリー年金改革のアクターを取り扱ったフェル
ゲの論文は，民営化を志向する世銀・ハンガリー財務省と，公的年金（賦課
方式）の枠内での改革を唱える福祉関連省・ハンガリー社会政策専門家集団
の対抗と，その帰結を克明にフォローしたものであるが，そこでは世銀内部
に公的年金制度を基本に据えた改革を提起するスタッフがいたことが示され
ている（Ferge，1997b)。ディーコンらの研究も，世銀内の意見の分岐を指
摘しており，その原因の一つが世銀スタッフの拡充にあったとしている。｜日
共産主義地域における業務遂行のため拡充されたスタッフのなかに，欧州の
社会保障制度に精通している専門家がいた。彼らは，世銀主流の残余的アプ
ローチ（自己責任を原則とし社会給付は「真に援助を必要とする人々」に的
を絞るという方式）と対立した。民営化志向の年金改革構想を示す世銀報告
書（『高齢危機の回避』）が発表された同じ年に，世銀中東欧部門のスタッフ
が，公的年金（賦課方式）の意義を強調する内容を含む編著を出版したのも
そうした対立の現れである（ディーコンらによれば，その編著はBarr,Ｎ
ｅｄＬａ６ｏｌ"・ノＭＪ碓応α"cノSbcjaノＰＣ"ご)ノノ７》zmFj"o〃α"ｄＢｅ)'o"｡；Oxfbrd
UniversityPress’である。Deacon，ｃｔａ１．１９９７．pp133-8)。
また，ディーコンの観察では，世銀の政策基調も変化の兆しを見せている。
柵造調整計画に対する批判もあって，世銀は貧困者支援を重視する姿勢を従
来よりも強く打ち出し，ＮＧＯとの連挑戦略を採り，社会的セーフティ・ネッ
ト拡充の方向を模索しているというのである（Deacon，1999,pp223-7)。他
方で，世銀には束アジアの奇跡から学び「投資としての福祉」（社会投資戦
略のこと－堀林）を重視する志向も見られることにディーコンらは注目して
いる（Dcacon,ｅｔａｌｌ９９７,ｐ66)。しかし，これらの兆候が本格的な変化に
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繋がるかどうかは現在のところ未定であると言えよう。
ＯＥＣＤは，欧州（パリ）に本部を持つが，８０年代初めに社会政策が成長の
阻害要因であるとする「負担としての福祉」の考えを打ち出し，労働分野を
含む規制緩和の提言を行ってきている。この点においてＯＥＣＤの立場は，
ブレトン・ウッズ機関の立場と類似性を持つ（OECDの規制緩和政策提言に
ついては，村１１１，２０００)。他方で，ＯＥＣＤにおいては人的資本開発を重視す
る社会投資戦略の志向が強い。それは，1998年のＯＥＣＤ報告「高齢化社会
における繁栄の維持」（Ｈ本語翻訳版は『OECD諸国・活力ある高齢化への
挑戦』，1999）が，高齢期の就労を可能にする生涯学習のシステム構築を提
言していることからも明らかであるｃＯＥＣＤのポスト共産主義地域への関与
について言えば，大陸欧州型社会政策ではなくて経済的要請と社会的要請を
調和させる志向性を持つ「社会的リベラリズム」の立場からの政策提言であ
るとディーコンらは指摘している。例えば，９５年のＯＥＣＤ刊行物『ハンガ
リー社会・労働政策』が，家族手当支給の際のミーンズ・テスト実施そのも
のには反対せず，手当に基礎部分を残し，それについては普遍主義的支給を
すべきとの提案をしていることにもそのスタンスが示されている（Deacon
etaLl997，107-8)。なお，チェコ，ハンガリー，ポーランドは90年代半ば
にＯＥＣＤ加盟国となっている。
中東欧社会政策提言をめぐって世銀内部に対立があったように，ＩＬＯ内部
にも不一致があった。中東欧チーム初代所長スクンディングは「TIT民所得」
榊想を中東欧に適用しようと意図したか，ＩＬＯの公式方針とならず，その試
みは挫折した（Deacon,ｅｔａＬｌ９９７,plIl)。「市民所得」は，欧州評議会で
も欧州社会政策専門家の間でも広く議論の対象となっている構想である。そ
れは，就労の有無を問わず，市民権に基づき個人に基礎的所得（ベーシック・
インカム）を保障するという構想である。８６年に「基礎的所得欧州ネットワー
ク（BIEN)」が発足し，定期的に国際会議を開催している（詳細は小沢，
2000)。フェルゲもそこで報告を行っている（Fclgc，1998゜彼女は，中東欧
での市民所得の可能`性に懐疑的である)。ＩＬＯの公式方針は，大陸欧州型福
祉国家を中東欧に定着させることであり，スタンディングの構想は挫折した
が，興味深いのは，｜HiiLiI1Iにおける社会政策専'１１家サークルの議論が国際機
－７９－
金沢大学経済学部論築第21巻第１号２００１．１
関に波及しており，またそれが旧東側専門家の間でも議論の対象となってい
るという事実である。
以上のように，国際諸機関には多様な福祉国家・レジームや福祉をめぐる
言説が反映されており，国際諸機関の関与はポスト共産主義地域に世界の福
祉動向を媒介する役割を果たしている。なお，中欧のＥＵ加盟が近づくにつ
れてＥＵが中欧社会政策に及ぼす影響が強まるであろうが，この点の検討は
他日の課題としたい。
Ｖ・小括
これまでの叙述を通じて，中欧のポスト共産主義福祉レジームは（その地
理的配置・文化的伝統から）転換始発期には大陸欧州型に近づいたものの，
その後，プレトン・ウッズ機関の関与もあって新自由主義の影響を受けつつ
形成されてきたことを明らかにした。また，中欧社会政策の現在（及び将来）
を評価するためには，福祉をめぐる世界の言説と，当地域の「過去の遺産」
への目配りが必要であることも指摘した。最後に，ホブズポームの見解を援
用しながら，本論文を結び，あわせて残された課題についても指摘しておく。
ホブズポームは，７０年代に共産主義者（ボルシェビキ）の計画の失敗は疑い
のないものとなっていたが，同時に社会民主主義も行き詰まりを見せていたと
する。前者の失敗は，社会民主主義のイデオロギーをも弱めた。経済グローバ
ル化の進展は，社会民主主義者が国境内でケインズ主義的福祉国家を維持する
能力を低下させた。また，当時までに社会民主主義者は労働者の生活諸条件改
善の目的をかなりの程度達成していたが，新しいプロジェクトを開発できず，
達成物の保守に終始した。新自由主義は，この状況の中で影瀞力を増した。
(１日ソ連・中東欧の共産主義は89～91年に崩壊したが)，社会民主主義も70年
代以降効力を失ってきたのである（HobsbawmwithPoIito,1999,ｐｐ､102-3.但
し，筆者＝堀林の解釈と補足を含む要約である)。
以上のようなホブズポームの見解に筆者（堀林）は同意する。そのうえで，
89年以後の時代状況と中欧社会政策の関述，現在の中欧福祉レジームの性格
に関する筆者の考えを示せば以下のようである。
－８０－
中欧の社会政策とその国際的文脈（堀林）
中欧の旧体制は，（旧西側）戦後福祉国家の調整の試みの時代に崩壊した。
また，新自由主義政策の影響が広く浸透している時代に崩壊した。他方で，
90年代は新自由主義的施策がもたらす社会的コストが広く認識される時代で
あった。そのことは，９０年代後半に主要欧州諸国で社民主導政権が誕生（復
活）したことでも示された。しかし，「中道左派」政権との呼称を持つこと
に示されるように，社民主導政権は新自由主義でもなければ伝統的社会民主
主義でもないという消極的規定を越えるような明瞭な思想とプロジェクトを
未だ確立していない。こうした時代状況のなかで，ポスト共産主義中欧の社
会政策が試行錯誤の性格を帯びたのは当然のことであった。中欧福祉レジー
ムは，大陸欧州型に向かうかに見えたが，新自由主義の強い影響にさらされ
た。しかし，エスピンーアンゼルセンが述べているように，新自由主義への
傾斜は中欧で「社会主義を活性化」させた（前述)。それは，崩壊した旧体
制を生きた人々が現在も暮らしていることの証しであった。転換後10余年に
起きた変化は大きいが，それ以前の約40年間の歴史も重い。現在の中欧の福
祉レジームは未だ流動的であり，過去の遺産と外からの「借り物」の「混合」
であり，それらが「融合」してポスト共産主義的福祉レジームとでも呼ぶべ
き型を形成するに至るまでにはまだしばらく時間を要する，とするのが現時
点では適切であろう。
引き続き中欧の社会政策，企業福祉，労働市場，市民社会，コミュニティ，
家族，ジェンダー関係などの変容をフォローしていくことが必要であること
は言うまでもないが，旧体制の福祉レジームの性格と意義を再検討すること
も上記の「融合」を展望するうえで重要であろう。他日の課題としたい。
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